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防災対策について

柞山
国土交通省のポンプ車は必ず磯川へ来るとは限らな
い。常設の施設が必要ではないか。

柞山
気象庁など予報士と連携した現場対応や予知精度を高
め市民にいち早く知らせる体制について問う。

藤井市長
排水ポンプ等の施設を設けることは非常に効果がある
と認識しているが、すぐにできない。今すぐできることは国、
県、市、住民、管理者の連携によるソフト対策や、浚渫、
伐木等、河川の管理を日頃からすることで、滞留する水量
を多く確保でき、河川の流れをよくすることで洪水が起き
にくくなる効果もある。

防災危機管理部長
気象庁は、市町村が避難指示等の判断をより的確に
行えるよう、平成22年に大雨警報の発表を県内4区域
から市町村ごとに変更した。
しかし、本市は広大な市域及び多様な地形を有して
おり、気象条件が大きく異なり、平野部に降水がない状況
でも山間部の住居のない一部のみが警報の発表基準に
達する降水となり、富山市全体に大雨警報が発表される
ケースが見受けられる。
このことは市民の災害に対する危機意識の低下を招く
おそれがあると認識しており、気象警報の発表地域を
さらに細分化できないか、富山地方気象台と気象情報の
発信の在り方について協議を重ねている。
市民の危機意識向上につながる情報発信が重要であり、
引き続き気象台と協議を重ね検討したい。

防災危機管理部長
災害には大雨による浸水のほか、地震や土砂災害、大規
模火災や大規模停電が想定され、災害が発生した際の
避難者の収容を検討する必要があること、本市の平野部
のほとんどが浸水想定区域であり、浸水想定区域外の
施設だけでは収容場所が確保できない上、避難に際して
の移動距離が延びてしまうことから、浸水想定区域にある
ことだけを捉えて避難所の指定を解除することは考えて
いない。
指定避難所を開設する場合には、開設の指示を受けた
地区センター班要員や施設管理者が施設及び周辺の状況
を確認の上、安全に避難が可能と判断した場合のみ開設
するので、一概に浸水想定区域の内外で避難所開設を
判断するのではない。
　避難所が開設された後に冠水などで避難経路が通
行不能になることも想定できるから、浸水しやすい箇所
や別の避難経路を確認するほか、在宅で垂直避難につい

防災危機管理部長
災害が発生するおそれが高まった際は、防災行政無線や
市ホームページ、テレビ、ラジオ、SNSなどの媒体を通じて
情報発信をするほか、必要に応じて、自治振興会や自主
防災組織、町内会に対し、注意喚起や避難に関する情報
などを各行政サービスセンターや地区センターを通じて連絡
する。
災害発生時に地域へ情報伝達を迅速に行うために、
各地域で行われている自治振興会や自主防災組織の会合
や訓練、令和4年度から全ての第1次避難所で実施して
いる避難所開設訓練など、あらゆる機会を通じて相互の
連携を深めておくことが重要である。
線状降水帯の発生により短時間で被害が広範囲に及ぶ
災害が起こることも考えられることから、地域への連絡
体制を振り返り、引き続き迅速かつ的確な対応ができる
よう情報伝達体制の確立に努めたい。

柞山
猛暑の中で避難所に適していたか検証し、避難所の
見直しをしてはどうか。

柞山
本市のように沿岸部、平野部、山間部と広域にわたる
自治体は、土砂災害警報等発令の際に、市内を細分化
して、市民にとって身近な情報を発信できないか。

ほうさやま か ず お



藤井市長
一般廃棄物の処理は、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律において市町村の責務とされている。分別排出やごみ
減量化施策の推進、収集運搬業務は、富山地区広域圏
事務組合のそれぞれの構成市町村において一般廃棄物
処理計画を策定し、市町村の裁量により実施されており、
分別ルールも現在のところ統一されていない。
生ごみの減量化は、焼却ごみの削減に直結し、処理施設
の焼却効率の向上に寄与するなど、施設にかかる負担の
低減による安定的な稼働につながると考える。
同事務組合は、これまで約50年にわたり構成市町村が
一緒に歩んできており、情報共有を図り、ごみの減量化に
取り組むことが重要と考える。
本市は生ごみの利用、プラスチックの一括回収も含め、
資源ごみを別途回収するなど様々な取組をしてきた。他市
の状況と本市を比較するとごみが減っていない。ごみを
減らすために資源ごみを効率よく、これまでどおり回収
することや、プラスチックの一括回収、生ごみや有機物の
残渣の水分を十分飛ばして排出してもらうことが効果的。
バイオマスの燃料、あるいは堆肥化して、富山市のエリア
で資源の循環ができないかという提案も重要。
地域循環共生圏という考え方で、地域で出したごみ、
資源ごみはその地域で再利用、リサイクルし、再利用できる
ものは市民の皆さんや我々が積極的に使用するという考え
がごみの減量化に今後大切になる。

上下水道局長
水道事業は、人口減少の進行や節水機器の普及等に
よる有収水量の減少に伴い、今後ますます水道料金収入
の減少が見込まれ、引き続き水道事業の持続性を確保
していくために新たなユーザーの確保や事業の効率化に
よる経営基盤の強化が必要と考える。
新たに企業が立地することは、水道事業の新たなユー
ザーを確保だけでなく、地域経済の活性化や税収の増加、
雇用の創出の効果も期待できるため、まちづくりや持続
可能な都市経営の観点からも有効と考える。
水道事業は地方公営企業として独立採算制により経営
しており、水道配水管の未整備地区において新たに敷設
延長が増加することは、初期整備の費用に加え、施設の
維持管理や更新にかかる費用が増加するため、健全な
企業経営への影響が懸念される。
企業誘致促進に向けた支援は、本市のまちづくりや持続
可能な都市経営における効果を踏まえ、水道事業の健全
経営の堅持を基本とし、既存の水道利用者との公平性、
既存制度との整合性、営利目的である企業側に求める
負担を考慮しながら、水道事業として適正かつ合理的
な支援の実施について検討したい。
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水道事業について

柞山
水道は企業や商店、店舗は自己負担で推移してきてい
る。富山市で事業展開しようと思っていただくために、企業
誘致における水道事業の支援について問う。

て検討するなど、最寄りの避難所への避難のみにとらわれ
ることなく、様々な事前の備えが重要だと考え、引き続き
自助、共助に基づく防災意識の啓発に努めたい。

ごみ減量化について

柞山
廃棄物処理及び資源循環に関する法律の改正につい
て、その背景と意義、そして地域特性に応じた具体的な
施策の推進が重要と考えるが市長の見解を問う。

LINE公式アカウント
市議会を身近に感じてもらえるような

情報発信をしています。
ぜひ登録よろしくお願いします！


